
事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 2年度 （令和元年度実績）
【事業番号      575】

委員会行政調査旅費 議会事務局

99 政策の総合推進

01 政策の総合推進

― ― 継続 単独

・常任委員、議会運営委員及び正副議長

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

対象指標１ 委員 人 26 16 24 21

対象指標２ 委員会数 委員会 3 2 3 2

・各委員会が所管する施策・事業等に関する先進事例等の調査を実施する。
・各委員会ごとに事務局職員が随行する。
・任期１年目・３年目は常任委員会、２年目・４年目は議会運営委員会及び議会広報広聴委員会の調査。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

活動指標１ 調査自治体数 自治体 9 7 9 9

活動指標２

・所管する施策・事業等に関する先進事例等を調査することにより、議員の見識や資質を高め、委員会審査・調査等の
活動に寄与する。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

成果指標１ 調査項目数 項目 9 6 9 9

成果指標２

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

2,175 1,254 2,180 2,557

1,524 1,525 1,537 1,548

3,699 2,779 3,717 4,105

・各常任委員会による先進自治体の調査 ・調査旅費　2,180千円

元年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析
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果 
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余 

地

コ 

ス 

ト

昭和６１年、幹事長会議申合せにより、４年の任期中、１年目と３年目に常任委員会が、２年目と４年目に議会運
営委員会が先進地行政調査を行っている。
平成３０年から２年目と４年目に議会広報広聴委員会も先進地調査を行うこととなった。

公費の使途に関する透明性等を確保するため、旅費の支給に当たっては、江別市職員等の旅費に関する条例及び同
条例施行規則並びに国家公務員等の旅費に関する法律の規定等を準用している。

令和元年度の実績による担当課の評価（令和 2年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

調査した項目について、その後の委員会における調査・審査に反映され
ていることから、一定の効果が上がっているものと考える。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

インターネットの活用などにより基礎的な情報を収集することはできる
が、現地に赴くことでより細部にわたる調査が可能となり、より大きな
成果を上げることが期待できることから、現状以外の手法の導入は難し
いものと考える。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

調査地域を限定することにより、旅費の抑制は可能と考えるが、全国的
な先進事例を調査し、市政の発展に資するという趣旨と照らし合わせる
と、これ以上のコスト削減は難しいものと考える。

ある ▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 2年度 （令和元年度実績）
【事業番号      577】

政務活動費 議会事務局

99 政策の総合推進

01 政策の総合推進

平成13年度 ― 継続 単独 事業補助

会派

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

対象指標１ 会派数 会派 5 5 6 6

対象指標２

市政に関する調査研究等を行うため、江別市議会政務活動費の交付に関する条例により定められた額（１人当たり月１
５，０００円×１２か月）を各会派に交付する。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

活動指標１ 補助金額 千円 4,212 3,926 3,423 4,500

活動指標２

地方分権の進展に伴い、議会と議員の活動がより重要となっていることから、政策の調査・研究等の活動を促進する。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

成果指標１ 先進地行政調査の実施箇所 箇所 25 20 26 18

成果指標２ 研修会等の参加人数 人 9 9 8 25

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

4,212 3,926 3,423 4,500

1,143 1,525 1,537 1,548

5,355 5,451 4,960 6,048

・各会派に対する政務活動費の交付 ・政務活動費　3,423千円

元年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由
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地方自治法（第100条第14項及び第15項）の改正により制度化された。

使途基準に基づいた適正かつ透明性が確保された運用が望まれている。

令和元年度の実績による担当課の評価（令和 2年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

調査研究した内容が一般質問や委員会質疑に反映されていることから、
成果が上がっているものと考える。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

調査研究活動を継続することで議員の見識が高まり、市政への政策提言
の増加や行政のチェック機能の強化につながる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

調査研究に資する経費の一部に充てるために交付しており、成果を落と
さずにコスト削減することは難しい。

ある ▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 2年度 （令和元年度実績）
【事業番号      581】

議会だより発行 議会事務局

99 政策の総合推進

01 政策の総合推進

昭和60年度 ― 継続 単独

市民（世帯）

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

対象指標１ 世帯数 世帯 56,456 57,155 57,929 57,929

対象指標２

・議会での議決結果や一般質問の内容等を要約した広報誌を年４回発行し、自治会を通じて各世帯へ配布する。
・令和元年度から誌面をリニューアルしており、ページ数が８ページから１２ページに増加している。
・未配布世帯に対する周知のため、公民館や情報図書館等の公共施設に配置しているほか、ホームページにも掲載して
いる。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

活動指標１ １回当たり平均配布・設置部数 部 42,014 42,022 42,175 42,100

活動指標２ １回当たり発行部数 部 42,600 42,600 42,600 42,600

議会で決まったことや議会の活動について分かりやすく広報することによって、市民の関心を高める。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

成果指標１ 配布率 % 74 74 73 75

成果指標２

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

1,678 1,678 2,469 3,172

6,475 6,483 6,534 6,580

8,153 8,161 9,003 9,752

・議会だよりの発行 ・議会だよりの印刷経費　2,469千円

元年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
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市民に議会の機能と役割を知ってもらい、市政及び議会に理解と協力を得ることを目的として、昭和６０年６月か
ら発行している。

・自治会の協力を得て各戸に配布しているが、年間の世帯数増加に比較し自治会への加入世帯が少なく、議会だよ
りが行き届きづらくなりつつある。

令和元年度の実績による担当課の評価（令和 2年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

議会だよりを市議会ホームページに掲載するなど、自治体未加入世帯に
対しても広く周知している。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

市民の要望に応え、読みやすく分かりやすい誌面づくりに努めている。
ページを増やし、特集ページを作成することで、関心を持ってもらえる
よう誌面構成を工夫している。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

現ページ数を維持するためには必要な経費であり、削減は難しい。

ある ▼

なし
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 2年度 （令和元年度実績）
【事業番号     6134】

議会改革関連等経費 議会事務局

99 政策の総合推進

01 政策の総合推進

平成26年度 ― 継続 単独

市民

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

対象指標１ 市民 人 118,979 118,971 119,510 119,510

対象指標２

本会議のライブ中継及び録画配信を行うほか、市民と議会の集いの実施や議会のＩＣＴ化についての検討を進めるなど
議会改革に取り組む。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

活動指標１ 議会改革の取組件数 件 4 4 8 9

活動指標２

議会活動の積極的な情報公開や議会運営の効率化等により、議会運営に対する市民の理解を深める。

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

成果指標１ ライブ中継及び録画配信へのアクセス件数 件 3,504 3,472 4,668 4,000

成果指標２

29年度実績 30年度実績 元年度実績  2年度当初

662 252 429 147

2,285 2,288 2,306 2,322

2,947 2,540 2,735 2,469

・インターネットによるライブ中継及び録画配信の実
施
・政務活動費明細の公開
・行政調査報告書の公開
・市民と議会の集いの開催
・委員会録のインターネット公開

・議会用無線ＬＡＮアクセスポイント増設経費　230
千円

元年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化
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根拠
理由
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議会基本条例の施行（平成２５年４月）を受けて、市民への積極的な情報公開、議会改革を進めることを目的とし
て開始した。

政務活動費の領収書をホームページで公開する市が増えるなど、積極的な情報公開が今後ますます必要になると思
われる。

令和元年度の実績による担当課の評価（令和 2年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

インターネット中継設備の設置によって、自宅等に居ながら本会議を視
聴できるようになったことは、議会改革への取り組みの成果であると考
える。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼

上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

本会議のライブ中継及び録画配信について、より多くの市民に視聴して
もらうために、更なる周知に努める。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼

成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

市民への積極的な情報公開を行うためには、一定のコストがかかり、こ
れ以上の削減は難しい。

ある ▼

なし
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